
東京都消費生活基本計画
令和５年度の主な実績

資料４



政策１ 消費者被害の未然防止と拡大防止 資料４①

（１）被害防止のための注意喚起・情報発信

○「東京くらしWEB」等による「伝わる情報発信」
・ウエブサイトアクセス数：1,903,863
・連動してＳＮＳでも拡散

Ｘ（旧Twitter）フォロワー数：21,304 発信数：655件

・行政発信情報へのユニバーサルアクセス対応として、
１５言語のＡＩ翻訳機能を導入

〇社会情勢・話題性を捉えた有用性の高い情報発信
マッチングアプリをきっかけとした消費者被害や、悪質ホストクラブ
等での高額な請求等に関するトラブルへの注意喚起（次ページ参照）

〇若者啓発用動画の作成、放映（SNS、交通広告、街頭ビジョン等）
若者が被害に遭いやすい商法や気を付けるべきキーワードを紹介

○学生向けメルマガの配信
大学・専門学校等、都立高校の全教員等、
希望する私立高校に配信

○効果的な情報発信による消費者被害防止啓発
キャンペーン月間を設定（９月高齢者、１月～３月若者）。

交通広告、ワイドコラボ協定※を活用した郵便局でのリーフレット
配架、ＳＮＳ等での動画広告など、対象に応じた様々な媒体を
活用した広報や、特別相談を実施

※ワイドコラボ協定…企業等と複数の政策分野にまたがる包括的・横断的な
連携・協力を行っていくための協定（政策企画局）



■マッチングアプリを悪用して近づいてきた相手から投資などを勧められたり、
高額な飲食代を請求されるなどの、消費者からの相談が急増していることを
受けて、動画・啓発チラシを作成

■SNS広告や都が主催するイベントや若者が集まる施設等で広く発信・配布し
て注意喚起

マッチングアプリをきっかけとした消費者被害への注意喚起

動画・チラシの
詳細はこちら⇩

資料４①－参考１

https://youtu.be/PhhzNFlzvrc

https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.lg.jp/trouble/matching_appli.html



チラシの詳細はこちら⇩

悪質ホストクラブ等での高額な請求等に関するトラブルへの注意喚起

■悪質なホストクラブ等に関連する被害やトラブルが発生していることを受けて、
都では高額な請求等に関するトラブル事例の紹介や、犯罪に巻き込まれる危険性、
困ったときの相談窓口を周知するためのチラシを作成。ホームページやSNS等を
通じて注意喚起

東京くらしWEB

消費者注意情報

「ホストクラブに通い
多額の借金を背負っ
てしまった！

～一人で悩まず
早めに相談を～」

詳細はこちら⇩

資料４①－参考２

https://www.metro.tokyo.lg.jp/tosei/hodohappyo/press/2023/12/01/
08.html

https://www.shouhiseikatu.metro
.tokyo.lg.jp/sodan/kinkyu/202312
13.html



政策１ 消費者被害の未然防止と拡大防止

（２）高齢者の見守りによる消費者被害の防止と早期発見

高齢者の消費者被害防止のための見守りネットワークの構築・強化

・見守りネットワーク：令和５年度全区市町村において構築完了
・消費者安全確保地域協議会：６区５市で設置済み（令和６年5月末時点）

・設置に関する調査（令和５年12月実施）：【設置予定】２区９市

地域の見守り人材の育成

〇高齢者家族、ケアマネージャー、
民生委員等高齢者を見守る人々を
対象とした出前講座の実施（デジ
タル化やキャッシュレス化の進展
など社会の変化に即した新たな被
害事例・手口への対応方法も盛り
込む等のアップデート）
（132回実施・2,688人参加）

民間事業者との連携

高齢者のための専用相談・通報受付

〇宅配事業者や生活協同
組合等と連携し、注意喚
起リーフレットを高齢者
や高齢者を見守る方に声
掛けしながら手渡し
（高齢者に身近な
事業者が実施する
ことにより、効果
的な啓発を実施）
（16万部）

資料４②

〇区市町村へのアウトリーチ活動や実態調査を踏まえた働きかけ、助言等を通じて
・区市町村における見守りネットワークの充実・強化に向けた支援
・区市町村の消費者安全確保地域協議会設置に向けた支援

〇消費生活総合センターに専門相談員を配置
〇高齢者からの相談への迅速な対応
「高齢者被害110番」(188件）「高齢消費者見守りホットライン」（61件）

〇高齢者被害の未然防止・拡大防止
高齢者悪質商法被害防止キャンペーンと連携した特別相談（110件）

【高齢者の見守りにおける地域の連携イメージ】



政策２ 不適正な取引行為等の排除と健全な市場の形成

〇悪質事業者に対する取締りの徹底（行政処分・指導の実施）

（１）不適正な取引行為等の排除

業務停止命令 指示 業務禁止命令 行政指導

令和５年度実績 ６件 ６件 ４件 77件

〇悪質事業者通報サイトに寄せられる通報の調査

【主な処分内容①】
「不用品回収代行業者です」などと
告げて消費者宅を飛び込みで訪問し
貴金属等の買取りを連携して行う
3事業者に業務停止命令（9か月）
（令和５年12月21日）

【主な処分内容②】
「瓦がずれていて危ない」などと
嘘を告げて、リフォーム工事を
勧誘する訪問販売事業者2社に
業務停止命令（15か月）（６か月）
（令和６年３月26日）

資料４③

悪質事業者 誇大広告 架空請求

令和５年度
通報件数

634件 211件 653件

通報に基づく処分・指導等
・行政処分：３件（悪質事業者）
・行政指導：22件（悪質事業者）、11件（誇大広告）
・事業者名等の公表：31件（架空請求）



・デジタル技術などに高い専門性を備えたWEB専門家や弁護士等の専門的知見を有する助言員チームを導入
（令和５年７月）

景品表示法に基づく措置命令（令和６年３月27日）
※SNS上のバナー広告から遷移したアフィリエイト広告により不当な広告を行っていた
通信販売事業者２社

政策２ 不適正な取引行為等の排除と健全な市場の形成

（１）不適正な取引行為等の排除

（２）健全な市場の形成

対象 法令 講師 参加人数

通信販売を行う事業者向け 特定商取引法 洞澤美佳氏（弁護士） 2,516名

訪問販売・電話勧誘販売・特定継
続的役務提供を行う事業者向け

特定商取引法 拝師徳彦氏（弁護士）
東京都職員（生活文化ｽﾎﾟｰﾂ局消費生活部）

2,156名

広告表示を行う事業者向け 景品表示法 古川昌平氏（弁護士）、公益社団法人日本
広告審査機構（JARO）職員

5,147名

ネット広告を行う事業者向け 薬機法等 池本誠司氏（弁護士）
東京都職員（保健医療局健康安全部）

3,472名

〇事業者向けコンプライアンス講習会（法令・違反事例等の解説、業界団体の参考事例など）
令和５年11月1日（水）~11月30日（木）WEB配信にて実施

〇不当表示に対する監視等の徹底

ネ ッ ト
広 告 総
合

・インターネット広告監視（適切な検索テーマとキーワードを設定し、年間16,000件を調査）
→156件を指導

・ＳＮＳ等広告監視（動画広告・ＳＮＳ広告100件を調査）→56件を指導

資料４④



政策３ 消費生活の安全・安心の確保

（１） 商品・サービスの安全の確保 （２）安心して商品・サービスを選択できる取組の推進

〇東京都商品等安全対策協議会
「自転車用ヘルメットの着用と
安全な使用」

・全年齢で着用が努力義務化さ
れたことを受け、安全性が確保
された商品の普及や着用の促進
等について提言（令和6年3月）
・必要性、選び方、使用方法な
どをまとめたリーフレットを都
内自転車販売店、学校、病院、
警察署等に配布（令和6年3月）

〇ヒヤリ・ハットレポート
「公園等で使用するスポーツ
用品（車輪のあるもの）によ
る子供の事故防止ガイド」

〇商品等の安全性に関する調査

＜カセットこんろの安全性に関する調査＞

・レポート等を作成・配布
（令和５年12月、50,000部）
・「東京くらしWEB」等で配
信し都民に注意喚起
・関係機関及び事業者へ調査
結果を情報提供

・

・調査結果を国や事業者等に情報提供
・動画等を活用し、消費者に注意喚起

〇安全に配慮した商品の普及

・子育て支援団体と共催
（参加人数：532人）
（配信：令和6年2月～3月2,908件）
・キッズデザイン賞審査料補助
（補助件数：17件）

資料４⑤



政策４ 消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（１）成年年齢引下げに対応した消費者教育の強化

〇消費者教育・啓発ノート、啓発チラシの作成・配布

（都内全高校２年生及び保護者向けに配布 各120,000部）

〇教員講座の実施（全16講座、1,072人）、教員向けの情報提供誌「わたしは消費者」の発行（年４回）

〇小・中・高校（特別支援学校含む）学生・生徒を対象にした学校向け出前講座（89回、7,908人）

学校における消費者教育推進

消費者教育・啓発ノート、啓発チラシ 学校向け出前講座チラシ

〇消費者教育コーディネーターの活動範囲の拡大

消費生活総合センターの様々な教育コンテンツを活用し、

学校の消費者教育をより実践的な内容にするため、

コーディネーターが、学校からの要望に合わせた提案を行う。

質問・相談にもワンストップで対応。

学校

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

総合的な
探究（学習）の時間

教科

LHR
（学活）

学校行事

実践的
消費者教育教材

DVD Web教材

リーフレット

出前講座・寄席

若者参加型事業

資料４⑥

教員向け情報提供誌



〇消費者トラブルをテーマにCMシナリオ及び動画を公募（６月～10月）

対象：中学生～29歳以下の若者
○最終審査会（12月）（応募総数7,079点、優秀賞４作品）
○完成したCM動画の公開（令和6年3月）

消費者被害防止のための若者参加型事業の実施

令和５年度の入賞作品を元に制作した啓発映像

資料４⑦

●令和6年３月1日～31日

インターネット上 に掲載

・特設サイト（～R6.3.31）

・ 東京都公式YouTube

・ 「東京動画」 ・ 「東京くらしWEB」

●令和６年３月４日～17日

YouTube、X（旧Twitter）

Instagramにて広告配信

●令和６年３月11日～17日

新宿アルタビジョンにて放映

原作：加藤日和さん（高校生）の作品 原作：小池優姫さん（東京工学院専門学校３年）の作品

原作：ちい森さん（中央大学附属高等学校１年）の作品 原作：渡口銀河さん（西東京市立田無第二中学校３年）の作品

消費者トラブルで困ったら、消費生活センターに

色々な方法で相談できることを、漫才でユーモラスに発信

身近な人からの勧誘であっても、よく考えて安易に契約

しないことの大切さを、リアルなシチュエーションで描写

恋愛感情を利用した言葉巧みなデート商法について、

恋愛ゲームのストーリーで印象強く注意喚起

18歳で成年となり、民法の未成年者取消権が使えなくなる

ため契約は慎重に考える必要があることを、端的に表現

●令和6年３月10日（日）

STOP！若者の消費者トラブル

楽しく学ぶフォーラム

・コンテスト授賞式

・漫才ステージ

・パネルディスカッション



政策４ 消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（２）急速なデジタル化など社会状況の変化を踏まえた消費者教育の推進

消費生活講座・出前講座・出前寄席

消費生活講座 回数 受講者数

啓発講座 21回 3,939人

うち大・中規模講座 9回 749人

うち実験実習講座 11回 311人

うち多様な主体との連携講座 1回 2,879人

消費者問題マスター講座 26回 1,704人

消費者問題教員講座 16回 1,072人

市町村共催講座 17回 413人

多摩消費生活センター主催講座 24回 3,011人

合計 104回 10,139人

出前講座・出前寄席 回数 受講者数

出前講座 222回 17,779人

出前寄席 370回 15,823人

合計 592回 33,602人

資料４⑧

※ YouTubeなどのオンラインツールを活用して、受講者の利便性向上を図
りながら、講座を運営（実験や見学などを伴う一部の講座を除く）



消費者団体との協働

政策４ 消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（２）急速なデジタル化など社会状況の変化を踏まえた消費者教育の推進

〇くらしフェスタ東京の
開催（メインは10月）

・ テーマ
「持続可能なやさしい未来へ」

・交流フェスタ2023
10/22、10/23
新宿駅西口広場
来場数 約18,500人

消費者教育教材の作成

〇WEB版消費者教育読本
ちえとまなぶのず～っと役立つお金の話
～キャッシュレス決済に挑戦してみよう！
（特別支援学校（高等部）・若者向け）

〇消費者教育DVD
学んで実践 防ごう！契約トラブル
（高齢者向け）

資料４⑨

〈メニューページ〉

計量に関する周知活動と教育の推進

〇親子はかり教室
（7~9月）

〇都民計量のひろば
（10~12月）



パートナー公募 カンファレンス情 報 発 信

エシカルミーティング

■ パートナー同士でエシカル消費
に関する意見交換、アイディア創出

■ ｢消費者との接点づくり｣｢子
供・若者の体験創出｣などテー
マを設定して３回開催

■ 各回２０社程度が参加

■ エシカル消費に係る
取組を推進する企業
等を通年で公募

■ 約230団体が参加
（R6.7現在）

■プロジェクトのキック
オフ

■シンポジウム、ネット
ワーキングを実施

■ 都、パートナー企
業同士の連携強化

■ Webサイト・Instagramで
エシカル消費につながる
行動のヒントやイベント
告知、パートナーの企業
との取組を発信

店頭での啓発

エシカルマルシェ 子供向けエシカル体験ツアー

■ エシカルな取組の見学・体験＋子供が自分にできること
を考えるワークショップを実施

第１回 イケア・ジャパン（テーマ：エシカルとSDGｓ）

第２回 共立女子大学（テーマ：食品ロス）

第３回 三栄コーポレーション（テーマ：アップサイクル）

■ 子供から大人まで楽しみながらエシカル消費を体感・
体験できるマルシェを開催

■ 7月に渋谷で音楽フェス「INSPIRE TOKYO」とコラボ
し実施

■ 3月に立川で周辺自治体と連携し実施

■ エシカルな商品が並ぶブース、フードコートやワーク
ショップなど多彩なコンテンツを展開

■ テレビ朝日「東京サイト」
で特集（10/16~20）

■イオンリテール株式会社と連携して、６月の環境
月間に併せ、使い捨てプラ削減とエシカル消費
の推進に向けた取組を
実施

■都内「イオン」等で
TOKYOエシカルのロゴ
マーク入りマイバスケッ
ト販売

政策４ 消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（３） 持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進

エシカル消費の理解の促進

資料４⑩

https://www
.ethical-
action.tokyo
/partner/



政策５ 消費者被害の救済 資料４⑩

（１）消費生活トラブルの解決に向けた相談対応

【相談件数の推移】

区分 令和３年度 令和4年度 令和５年度

相
談
受
付
件
数

東京都全体 124,095 130,088 129,681

高齢者（60歳以上） 39,762 42,447 43,492
（全相談件数に占める割合） (32.0％) （32.6％） （33.5％）

若者（29歳以下） 15,948 17,229 16,398
（全相談件数に占める割合） (12.9％) （13.2％） （12.6％）

〇多様な主体への相談体制の充実
・チャットボットサービス導入（令和５年２月）＜若者への対応強化＞
・消費生活相談カウンセラー制度の活用＜心のケアが必要な相談者への対応強化等＞
・外国語通訳サービスの対応可能言語の拡充（令和5年度より２カ国語追加）

（英語・中国語・韓国語・タガログ語・ベトナム語）

〇相談受付状況にもとづく注意喚起
・トラブルの多い商品・販売方法等についてテーマ分析を行い、ホームページで公表
・消費者被害の急増が懸念される場合「消費者注意情報」等を発信（令和5年度18件）
・事故や不具合等に関する相談について、事故原因の究明テストや技術情報の提供

〇区市町村相談窓口の支援
・情報連絡会の開催（毎月）、「相談実務メモ」の随時発信
・消費生活相談支援サイトの運営（令和5年度末50区市町で利用）

〇消費者被害救済委員会による紛争解決

（２）被害回復のための取組の推進

区分 令和3年度 令和４年度 令和５年度

付託件数 ３件 ２件 ２件

報告件数 ２件 ３件 ２件

資料４⑪

https://www.chatbot.metro.tokyo.lg.jp/bctrl254-standard/18_seikatubunka_syouhiseikatsu_jpn/chat-ui/core/html/chat.html?cd=1&h=https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.lg.jp

